
（単位：千円）

事　　業　　内　　容 金　額

31,671,000

700,000

新 ①

急増する自宅療養者や濃厚接触者からの健康相談等への対応を実施する24時
間対応のセンターを設置
 ○ 実施手法 民間事業者へ委託
 ○ 内容 ①健康相談業務(24時間･最大50回線で対応)
         ②医療機関案内業務(往診、発熱等診療･検査医療機関との調整)
　　　　 ③生活支援対応業務(配食等の調整)

403,000

②

感染を早期に発見し、事業継続を支援するため、従事者に対する検査を全額
公費により集中的に実施
 ○ 実施期間 R4.1月～3月末まで
 ○ 実施回数 5回(想定:1月に1回、2～3月に2回ずつ)
 ○ 対象地域 県内全域(政令市・中核市除く)
 ○ 実施手法 民間検査機関に委託

297,000

30,305,000

①

まん延防止等重点措置適用に伴う県の営業時間短縮要請等に応じた飲食店等
に対して協力金を支給（第10期(1/27～2/20))
 ○支給額　2019年から2021年のいずれかの年の２月の１日当たり売上高
　　　　　 又はその減少額に応じて単価決定
 　　　　　(認証の有無また時短営業の内容によって積算方法は異なる)
 ○要請内容

30,305,000

666,000

①

幼稚園における感染防止対策や、ICT化の取組を支援

197,000

②

学校長の判断で実施する感染防止対策に必要な経費を支援
 〇 対象施設 ・県立学校(分校含む):163校
             ・県立大学付属中学校･高校
 〇 対象経費 消毒液、ﾏｽｸ等の保健衛生用品、教室消毒作業の外注経費等
 〇 補助単価 中･高校:90～270万円、特別支援:180～360万円

410,000

③

国制度の対象外となる専修学校等において実施する感染防止対策に必要な経
費を支援
 〇 対象施設 ・専修学校:71校 ・各種学校:38校
 〇 補助金額 45万円(補助率1/2)

50,000

8,000

1,000

県立学校等における教育活
動継続への支援

専修学校等における教育活
動継続への支援

④
県立芸術文化施設の感染防
止事業の実施
※一部特別会計

芸術文化施設等の県立施設における感染防止対策に必要となる資材等を整備
 〇 対象施設 県立美術館、歴史博物館、芸術文化センター等
 〇 対象経費 消毒液・マスク等の保健衛生用品

高齢者施設等の従事者に対
する検査の実施

(2)事業者の感染防止対策の強化

新型コロナウイルス感染症
拡大防止協力金の支給
（飲食店等）

(3)学校・県立施設等の感染対策の強化

幼稚園の感染防止対策・
ICT化への支援

(参考資料)兵庫県 令和３年度２月補正予算(経済対策) 施策体系別事業一覧

事　業　名

Ⅰ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策の推進

(1)新型コロナウイルス感染症拡大防止への緊急対策

自宅療養者等相談支援セン
ターの設置

(勤労者総合福祉施設整備事業特別会計)

時短要請 酒類提供 協力金 時短要請 酒類提供 協力金

20時 禁止 3～10万円

21時 可
(20時30分まで)

2.5～7.5万円

認証店(以下から選択) 非認証店

20時 禁止 3～10万円

区 分
感染防止対策

(消毒液等保健衛生用品の購入等)
ICT化支援

(家庭との連絡用アプリの整備等)

実 施
箇 所

公立:236園
私立:182園

公立: 5園
私立:57園

補 助
単 価

　　定員  ～19人:30万円/園
　　　　20～59人:40万円/園
    　　60～    :50万円/園

公立：100万円/園
私立： 75万円/園

負 担
割 合

(公立)国 1/2、市町 1/2
(私立)国 1/2、県　 1/2

(公立)国 3/4、市町   1/4
(私立)国 3/4、設置者 1/4

1 / 5 ページ



（単位：千円）

事　　業　　内　　容 金　額

(参考資料)兵庫県 令和３年度２月補正予算(経済対策) 施策体系別事業一覧

事　業　名

21,127,000

18,020,000

①

消費の落ち込みを回復するため、商店街等が取り組む期間限定のプレミアム
付商品券発行等を支援
 ○ 対象者 商店街、小売市場等
 ○ 対象経費 商品券ﾌﾟﾚﾐｱﾑ分、ｲﾍﾞﾝﾄ実施費、商品券･参加店ﾏｯﾌﾟ等の
　　　　　　 作成費 等
 ○ 負担割合 県2/3、市町1/3[市町随伴義務]

1,200,000

新 ②

多くの産地でコロナ禍前より売上が減少していることを踏まえ、地場産品の
消費拡大のための産地横断型キャンペーンを実施
 ○ 内容 PRｲﾍﾞﾝﾄ、産地横断のｺﾗﾎﾞ新商品開発、各素材のｽﾄｰﾘｰに着目した
　　　　 PR動画の作成、ｲﾝﾌﾙｴﾝｻｰを活用した魅力発信
 ○ 補助金額 1,000万円(定額・1/2相当)
 ○ 実施主体 神戸ファッション協会

10,000

新 ③

コロナ禍により表出した社会課題などを解決する新たな発想・技術に基づく
イノベーション創出を支援
 ○ 対象者 中小企業の新ビジネス創出や社内ベンチャー
 ○ 補助金額 上限300万円(起業･事業拡大:200万円、空き家改修:100万円)
 ○ 補助率 1/2

30,000

④

コロナ禍の影響により増加する窓口相談に対応するため、商工会･商工会議
所に臨時枠を設け、OB等を雇用する経費を支援(R4年度限り)
 ○ 内容 経営指導員設置数に応じて補助
　　　　(1～2人:160万円、3～4人:320万円、5～9人:480万円、
         10人以上:640万円)

140,000

新 ⑤

コロナ禍で減少した過去２年間の宿泊需要の落ち込み(約1,000万泊)の回復
を図るため、その半数程度の支援を目標に、県民割、Go Toﾄﾗﾍﾞﾙ(国)、旅
行･宿泊割引支援事業と、継続した支援を実施
 ○実施期間 R4.7月～R5.2月末 ※夏休み(7月末～8月)、年末年始を除く
 

 
 
 ○内容

16,640,000

33,000

①

障害福祉の現場における生産性の向上、介護等業務の負担軽減、新型ｺﾛﾅｳｲﾙ
ｽ感染拡大防止のため、ロボット等の導入経費を支援
 ○ 対象施設 障害者支援施設、共同生活援助、居宅介護、短期入所等
　　　　　　 (いずれも政令中核市を除く)
 ○ 対象経費 介護ロボット(※)等の導入経費
　　　　　　 ※移乗介護、移動支援、排泄支援等に活用するもの
 ○ 補助上限額 障害者福祉施設:210万円、グループホーム：150万円、
　　　　　　　 その他事業所：120万円

8,000

②

障害福祉の現場における生産性の向上、介護等業務の負担軽減、新型ｺﾛﾅｳｲﾙ
ｽ感染拡大防止のため、ICT等の導入経費等を支援
 ○ 内容 ・ICT機器等導入経費支援(上限100万円)
　　　　 ・研修会の実施(１回)
 ○ 対象施設 障害福祉ｻｰﾋﾞｽ、障害者支援施設、障害児通所施設等
　　　　　　 (いずれも政令中核市を除く)

25,000

(2)デジタル技術活用に向けた環境整備

障害福祉分野におけるロ
ボット等導入への支援

障害福祉分野におけるICT
導入モデル事業の実施

Ⅱ 地域経済の活性化・地域の元気づくり

(1)企業等の事業継続・地域経済の活性化支援

旅行・宿泊割引支援事業の
展開

がんばろう商店街お買い物
キャンペーン

ひょうごの地場産業元気づ
くりキャンペーン

商工会・商工会議所におけ
る相談機能の強化

ポストコロナ・チャレンジ
支援事業の実施

実施期間及び実施条件については、

今後の感染状況等により、変更の可

能性あり

旅行･宿泊割引支援 〃プラス (参考)国GoTo

7～10月 11～2月 4～6月

宿泊割引
20％

(上限5,000円)
20％

(上限3,000円)
30％

(上限7,000円)

クーポン
平日 3,000円
休日 1,000円

平日 2,000円
休日 1,000円

平日 3,000円
休日 1,000円

区　分
※実施地域の対象

は｢全国｣を想定

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 ～ 10月 11月 ～ 2月
延長
検討

→これらの継続した事業実施により、約550万泊分の支援を目指す

R4年度R3年度

旅行･宿泊割引支援 旅行･宿泊割引支援ﾌﾟﾗｽ旅しようキャンペーン 国GoToﾄﾗﾍﾞﾙ(想定)
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（単位：千円）

事　　業　　内　　容 金　額

(参考資料)兵庫県 令和３年度２月補正予算(経済対策) 施策体系別事業一覧

事　業　名

3,074,000

①

産地競争力の強化を図るため、農業用機械・施設整備等を支援
 ○ 実施主体 農業者、その組織する団体
 ○ 整備内容 育苗施設、水稲種子温湯消毒施設、農業機械類
 ○ 補助率 1/2[全額国庫]

632,000

②

産地間競争に負けない、強い県内産地の育成のため、農業機械の導入等を支
援
 ○ 実施主体 農業者、その組織する団体
 ○ 整備内容 集出荷貯蔵施設、収穫用機械、農業機械類
 ○ 補助率 1/2[全額国庫]

110,000

③

主食用米から麦・大豆等へ転換する場合の生産性向上のための取組や施設整
備等を支援
 ○ 実施主体 JA、地域農業再生協議会等
 ○ 農業機械類
 ○ 補助率 1/2[全額国庫]

10,000

新 ④

農地等の出し手・受け手の意向等を、現場で効率的に把握し、関係機関と情
報共有するためのタブレット導入を支援
 ○ 対象者 市町農業委員会
 ○ 補助金額 ４万円/台(定額)[全額国庫]

12,000

新 ⑤

複数の経営体がスマート技術を共同利用するためにスマート機械等を導入す
る取組を支援
 ○ 対象者 農業者、その組織する団体
 ○ 補助率 1/2(上限100万円)[全額国庫]

20,000

新 ⑥
一括発注・共同利用により、低ｺｽﾄでスマート機械を導入する取組を支援
 ○ 対象者 畜産業、その組織する団体
 ○ 補助率 1/2(上限 一括発注:1,000万円 共同利用:100万円)[全額国庫]

32,000

⑦

収益力強化や規模拡大に取り組む畜産クラスターの中心的経営体に対し、牛
舎整備等に関する経費を支援
 ○ 実施主体 畜産クラスター協議会
 ○ 補助率 (施設整備)国50％、県(繁殖牛舎のみ)7％

956,000

⑧

収益力強化や規模拡大に取り組む畜産クラスターの中心的経営体に対し、牛
舎整備等に関する経費を支援
 ○ 実施主体 畜産クラスター協議会
 ○ 補助率 国50％[全額国庫]

674,000

⑨

生産から輸出まで一貫して輸出促進を図る体制(ｺﾝｿｰｼｱﾑ)の設立･運営や輸出
先国の求めに応えるための、と畜場の取組を支援
 ○ 実施主体 和牛マスター輸出拡大コンソーシアム(R3.6月設立)
　　　　　　 ※ｺﾝｿｰｼｱﾑ構成組織
　　　　　　　 和牛ﾏｽﾀｰ食肉ｾﾝﾀｰ、和牛ﾏｽﾀｰ出荷者部会、神戸肉流通
　　　　　　　 推進協議会、ｴｽﾌｰｽﾞ株式会社
 ○ 内容 ・協議会の開催、輸出先国のﾏｰｹｯﾄ調査、牛肉等のPR 等
         ・頭絡(とうらく)の装着による家畜の負担緩和 等 [全額国庫]

171,000

⑩
間伐、路網整備、高性能林業機械等の整備を実施する事業体を支援
 ○ 実施主体 市町、森林組合 等
 ○ 補助率 1/2以内[全額国庫]

152,000

⑪

農業大学校(加西市)の教育環境を高度化するため、施設･設備整備を実施
 ○ 内容 堆肥舎の更新、農業機械用演習用コースの整備、受精卵処理
　　　　 施設の設置
 ○ 負担割合 国1/2、県1/2

57,000

⑫

農業に関する専門的人材を育成するため、農業の食品加工に関する学科を置
く県立高校に、高度化施設・設備整備を実施
 ○ 対象校 氷上高校、農業高校
 ○ 内容 ・施設改修(前室(ｴｱｼｬﾜｰ)、下処理施設、加工ｴﾘｱ分離等)
         ・備品購入(フードミキサー、コロニーカウンタ 等)
 ○ 負担割合 国1/2、県1/2

248,000

(3)農林水産業の競争力強化

畜産物輸出コンソーシアム
の推進

農地集約等業務効率化への
支援

スマート農業におけるシェ
アリングの推進(農業)

但馬牛生産基盤の強化

｢ひょうごの酪農｣生産基盤
の強化

主要農作物競争力の強化

県立学校の農業教育高度化
のための施設整備

農業大学校への研修用機
械・設備の導入

スマート機械等導入への支
援(畜産業)

野菜産地における総合整備
対策

麦・大豆生産体制の強化

森林林業における緊急整備
事業の実施
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（単位：千円）

事　　業　　内　　容 金　額

(参考資料)兵庫県 令和３年度２月補正予算(経済対策) 施策体系別事業一覧

事　業　名

297,000

新 ①

賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提として、社会的養護従事者の
収入を引上げるための措置を実施(前倒し実施分)
 ○ 対象施設 乳児院、児童養護施設、母子生活支援施設 等
 ○ 対象職種 児童指導員 等
 ※その他の施設･職種(看護師、介護士等)についてはR4当初予算で措置
 ○ 内容 収入を3％程度の引上げに要する交付金を実施[全額国庫]

21,000

②

就労系障害福祉サービス事業所における生産活動の拡大に向けた取組に対し
て支援
 ○ 対象者 生産活動収入が前々年度と比較して相当程度減少している等
　　　　　 の条件を満たす就労継続支援A型・B型事業所
 ○ 対象経費 新たな生産活動への転換等、販路開拓、ｺﾝｻﾙ派遣、生産
　　　　　　 活動を行うための感染防止対策に要する経費
 ○ 補助上限 30万円/事業所

5,000

③

自殺防止対策や生活困窮者を対象とする生活や住まい等の支援について、地
域の実情に応じて柔軟かつ機動的に実施
 ○負担割合 県執行分：国3/4、県1/4
　　　　　　市町執行分：国3/4、市町1/4(国庫分を県で予算計上)
 ○所要額　県実施事業：57,000千円　市町補助金：177,000千円

234,000

(a)
生活保護に関する相談件数の増加が想定されるため、相談対応職員を１名配
置し、体制を強化
 ○配置場所 加古川健康福祉事務所(予定)

4,000

(b)

(ｱ)自立相談支援体制の強化：7,000千円
　新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、自立相談支援事業の相談員を
２名配置

(ｲ)住まいに関する相談支援体制の強化：4,000千円
　住まい不安定者の相談対応やﾎｰﾑﾚｽのｱｳﾄﾘｰﾁ支援のため、住まい確保支援
員を1名配置

11,000

(c) 42,000

(ｱ)
マスコミ等を用い
た相談体制の啓発

ラジオ放送番組や新聞、WEBサイト等での相談窓口に関する情報発信や自殺
予防に関する正しい知識等を普及啓発

16,000

(ｲ)
女性のための生き
ることサポート相
談の実施

コロナ禍における女性の孤立等による自殺リスクに対応するため、県内在住
の女性に対する就労支援や悩み相談等の入口相談を実施
 ○内容 電話相談、予約制対面相談(月２回)

14,000

(ｳ)
経済問題等にかか
る心の悩み相談の
実施

コロナ禍の長期化による経済状態悪化に伴い、今後の生活に不安を感じる県
民の増加が懸念されることから、電話による休日夜間法律相談を実施
 ○内容 休日夜間の法律相談電話の設置(毎週土曜日、第1・3・4日曜日)

9,000

(ｴ)
自死遺族支援者研
修会の実施

自殺ハイリスク者である自死遺族に適切に対応するため、その知識や技術習
得を目的とした資質向上のための研修を実施
 ○実施主体 県いのち対策センター
 ○対象者 保健・医療・福祉・労働・教育等の地域支援者及び医療関係者
 ○研修内容 自死遺族の心のケア、自死遺族が直面する法律問題等

1,000

(ｵ)

薬剤師のための自
殺ハイリスク者対
応力向上研修の実
施

コロナ禍による精神的不安定から、薬物過剰摂取等の自殺ハイリスク者への
服薬指導等の対応力を向上させるための研修を実施
 ○ 委託先 兵庫県薬剤師会
 ○ 対象者 県内調剤薬局等に勤務する薬剤師

2,000

新 ④

医療的ケア児の健やかな成長を図るとともに、その家族の離職防止に資する
等、県において医療的ケア児支援センターを開設するために必要となる経費
を支援
 〇 内容 医療的ケア児支援ｾﾝﾀｰにおける備品購入費等の開設準備経費
 ○ 実施手法 民間事業者へ委託

2,000

新 ⑤

支援の必要性が高い妊産婦を受け入れる場所を確保し、心理的ケアや生活相
談等に要する経費を支援※神戸市との協調実施
 〇 内容 受入場所の確保、自立支援計画の策定、訪問･見守り 等
 〇 実施手法 民間事業者へ委託

35,000

Ⅲ 県民生活の安定化に向けた支援

社会的養護従事者の処遇改
善

自殺防止対策の強化

医療的ケア児支援センター
への開設支援

支援の必要性の高い妊産婦
への臨時支援

就労系障害福祉サービス事
業所の生産活動拡大への支
援

新型コロナウイルス感染症
セーフティネット強化交付
金事業の実施

保護決定等体制の強化

生活困窮者自立支援の
機能強化
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（単位：千円）

事　　業　　内　　容 金　額

(参考資料)兵庫県 令和３年度２月補正予算(経済対策) 施策体系別事業一覧

事　業　名

46,411,000

① (詳細別紙) 40,822,000

② (詳細別紙) 2,392,000

③
老朽化を踏まえ、震度計を更新するとともに、ネットワーク機能を強化
 ○ 内容 ｻｰﾊﾞ(1台)更新、震度計(県設置分69台)の更新、分岐装置
         (37カ所)の更新、ﾈｯﾄﾜｰｸの光回線化(107カ所)

530,000

④
Lアラートに送信している情報を消防庁と共有するため、新たに消防庁が設
置する被害情報ハブへ接続
 ○ 内容 フェニックス防災システムの改修[全額国庫]

5,000

⑤

障害者支援施設等の防災・減災対策を講じるための施設整備に要する経費を
支援
 ○ 補助対象 耐震化整備、ﾌﾞﾛｯｸ塀改修、非常用自家発電設備 等
 ○ 負担割合 国1/2、県1/4、事業者1/4

599,000

⑥

高齢者福祉施設等の防災・減災対策を講じるための施設整備に要する経費を
支援
 ○ 補助対象 非常用自家発電設備、給水設備、水害対策
 ○ 負担割合 国1/2、県1/4、事業者1/4

350,000

⑦

老朽化している県内卸売市場の機能強化を図るため、市場の施設整備等を支
援
 ○ 実施主体 姫路市
 ○ 対象箇所 姫路市中央卸売市場(移転整備)
 ○ 負担割合 国4/10、市6/10

1,619,000

⑧

国立･国定公園の防災･減災機能の向上や老朽化対策のための整備を実施
 ○ 内容

 
 ○ 負担割合 国立公園:50/100、国定公園等:45/100

17,000

⑨

豪雨災害による斜面崩壊等は復旧に時間を要し、社会経済活動への影響が大
きいことから、鉄道事業者の豪雨災害事前防止対策を支援
 ○ 対象者 鉄道事業者
 ○ 内容

 
 ○ 負担割合 国1/3、県1/6、沿線市町1/6、事業者1/3

35,000

⑩

南海トラフ地震等に備え、鉄道駅の耐震化を行う鉄道事業者を支援
 ○ 対象者 鉄道事業者
 ○ 内容

 
 ○ 負担割合 国1/3、県1/6、沿線市町1/6、事業者1/3

9,000

⑪

通学路等における交通安全緊急点検を踏まえ、早急に対応が必要な箇所にお
ける交通安全施設の改修工事を実施
 ○ 内容 信号機新設(1基)、押しﾎﾞﾀﾝ式信号機新設(3基)、歩行者専用
　　　　 路側帯の塗替(1.5km)
 ○ 負担割合 国1/2、県1/2

16,000

⑫
令和３年８月豪雨災害により石垣が崩壊した国指定史跡洲本城跡の修復を実
施
 ○ 負担割合 国70％、県15％、市15％

17,000

99,506,000

97,113,000

1,000

2,392,000

洲本城跡の改修
(災害復旧)

震度情報ネットワークシス
テムの更新

フェニックス防災システム
の改修

鉄道駅耐震補強の対策補助

※今回新たに実施する事業は｢新｣と表記

勤労者総合福祉施設整備事業特別会計

(企業会計)流域下水道事業会計

合　　　　計

一般会計　

通学路等の交通安全緊急対
策の実施

高齢者福祉施設の整備補助

障害者福祉施設の整備補助

卸売市場施設の整備

国立・国定公園環境の整備

鉄道施設の豪雨対策補助

下水道施設の防災機能の強
化 ※公営企業会計

Ⅳ 県民の安全・安心の基盤づくり

防災、減災、国土強靱化の
推進

区　分 事業箇所 整備内容

国立公園 門崎園地 手すり・舗床等の修繕

国定公園 吉滝園地 遊歩道の整備

事業者 事業箇所 整備内容

神戸電鉄(株) 有馬口～五社 法面工

阪急電鉄(株) 夙川～芦屋川 法面工

事業者 事業箇所 整備内容

山陽電鉄(株) 山陽垂水駅 駅構内柱の補強

(流域下水道事業会計)
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(別紙)

事業名 主な箇所 事業内容 金額

加古川小野線東播磨道(加古川市～小野市) 橋梁上部工等

国道178号 浜坂道路Ⅱ期(新温泉町) トンネル工等

川西篠山線(猪名川町) 歩道設置

国道482号(豊岡市) 歩道設置

円山川(朝来市)、武庫川(西宮市～尼崎市) 護岸整備等

市川潮止堰(姫路市) 施設整備等

砂　防 阪神・淡路圏域 情報基盤更新 304,000

海岸・港湾 尼崎西宮芦屋港海岸(尼崎市) 排水機場老朽化対策等 831,000

淡路島公園(淡路市) 公園施設更新

淡路佐野運動公園(淡路市) 公園施設更新

農業農村 書写地区(姫路市) 井堰改修 6,266,000

造　林 宍粟市他 間伐等 345,000

林　道 村岡区境(香美町) 林道整備 109,000

治　山 氷上町北油良地区(丹波市) 治山ダム整備 749,000

漁　港 香住漁港(香美町) 老朽化対策 226,000

経営構造対策 神戸市 農業用機械等整備 124,000

漁業構造改善 淡路市 大型ノリ自動乾燥機 549,000

事業名 主な箇所 事業内容 金額

道　路 豊岡道路(豊岡市)、相生有年道路(相生市) 道路改良等 1,499,000

河　川
円山川(豊岡市)、加古川(高砂市～加古川市)、
揖保川(宍粟市)、猪名川(伊丹市)

河川改修等 701,000

砂　防 六甲山系(神戸市) 斜面対策工 782,000

海岸・港湾 姫路港(姫路市) 航路浚渫 135,000

公　園 国営明石海峡公園(神戸市、淡路市) 公園施設整備 50,000

(ウ)債務負担行為の活用による令和４年度事業の早期着手

事業名 主な箇所 事業内容 金額

公　園 淡路島公園(淡路市) 公園施設更新 70,000

農業農村 山南大池地区(丹波市) ため池整備等 2,130,000

事業名 主な箇所 事業内容 金額

道　路 国道178号(新温泉町) 道路維持工事等 3,084,000

河　川 千種川(赤穂市) 河川維持修繕等 1,277,000

砂　防 畦の谷川(宍粟市) 砂防堰堤工事等 30,000

港　湾 姫路港(姫路市) 港湾維持修繕等 294,000

公　園 淡路島公園(淡路市) 公園施設維持補修等 15,000

事業名 主な箇所 事業内容 金額

流域下水
武庫川上流浄化ｾﾝﾀｰ(神戸市)・下流浄化ｾﾝﾀｰ(尼崎市)、
加古川上流浄化ｾﾝﾀｰ(小野市)・下流浄化ｾﾝﾀｰ(加古川市) 設備改築工事等 1,586,000

下水汚泥 兵庫東流域下水汚泥広域処理場(尼崎市) 設備改築工事等 806,000

（単位：千円）

(ア)補助事業

○公共事業（ゼロ国債）

○県単独事業（ゼロ県債）

（単位：千円）(イ)直轄事業

　令和３年度中に工事発注し、県内の景気浮揚を促進するとともに、年間の工事発注時期の平準化を図るた
め、債務負担行為を設定

河　川 6,470,000

公　園 457,000

道　路
(通学路対策)

1,788,000

（単位：千円）

道　路 19,437,000

（単位：千円）

（単位：千円）

①防災、減災、国土強靱化の推進

②下水道施設の防災機能の強化


